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放射性廃棄物の管理・埋設処分

　原子力の研究開発の特徴として放射性廃棄物（固体、液体、気体）の発生があります。原子力機
構はこれらについても可能な限り発生量を少なくするよう努めています。また、放射性廃棄物（液
体、気体）の放出量については、連続して、又は定期的に測定・監視を行い、法令や条例を遵守し、
適切に管理しています。さらに、低レベル放射性廃棄物の埋設処分も進めます。

　原子力機構の拠点では、核原料物質、核燃料物質
及び原子炉の規制に関する法律（原子炉等規制法）、
放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する
法律（放射線障害防止法）、鉱山保安法等に基づき、
原子炉の運転、核燃料物質、放射性同位元素等の使
用、加工、再処理、埋設等の他、放射線発生装置の
使用や核原料物質鉱山の維持管理を行っています。

適用法令と適用拠点（2010年 3月末）

適用法令と施設等 適 用 拠 点

原
子
炉
等
規
制
法

再処理施設 ｻｲｸﾙ研

研究開発段階発電用原子炉 もんじゅ、ふげん

加工施設 人形

廃棄物埋設施設 原科研

廃棄物管理施設 大洗

試験研究用原子炉施設 青森、原科研、大洗

核燃料物質使用施設
（政令第41条該当施設）

原科研、ｻｲｸﾙ研、大洗、
人形

核燃料物質使用施設
（政令第41条非該当施設）

青森、原科研、ｻｲｸﾙ研、
大洗、那珂、もんじゅ、
ふげん、人形

核原料物質使用施設 東濃、人形

放
射
線
障
害
防
止
法

使
用
許
可

R I 使用施設

青森、原科研、JーPARC、
ｻｲｸﾙ研、大洗、那珂、
高崎、もんじゅ、
ふげん、人形

放射線発生装置
青森、原科研、JーPARC、
大洗、那珂、高崎、
東濃、関西研

廃棄の業の許可　　　 原科研、大洗

鉱山保安法（鉱山施設） 東濃、人形

　放射性廃棄物については、固体廃棄物、気体廃棄
物、液体廃棄物の性状に応じて、発生量の低減、減
量化処理を行っています。

放射性固体廃棄物の管理
　原子力の研究開発に伴い発生する放射性固体廃棄
物は、可能な限り発生量を少なくしており、管理区
域から発生する放射性固体廃棄物の一部は、焼却施
設等での減量化、物理的・化学的な安定化のために
適切な処置を行った後に、廃棄物貯蔵庫等に保管・
廃棄しています。
　原子力機構において2009年度に発生した放射性
固体廃棄物の発生総量は、200 ドラム缶換算で約
7,400本（前年度：約5,600本）、2010年3月末
現在の保管総量は200  ドラム缶換算で約35万
本（前年度末：約35万本）です。

放射性固体廃棄物発生量の拠点別割合（2009年度）

原科研
42 %

サイクル研
27 %

ふげん
12 %

もんじゅ
7.9 %

大洗 4.7 %
人形 5.9 %

その他 0.5 %

7,400本*

その他：那珂、高崎、青森

＊　200 ドラム缶換算値

適用法令

放射性廃棄物の処理

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の管理
　放射性気体廃棄物の大気への放出については、放
出基準等を遵守するよう管理し、その放出量（濃度、
量）及び一般公衆の線量評価結果を関係行政機関等
に報告しています。
　放射性気体廃棄物の放出管理は、青森、原科研、
サイクル研、那珂、大洗、もんじゅ、ふげん、高崎
及び人形の各拠点で行い、管理区域から放出される
放射性気体廃棄物の放出量（濃度、量）が法令、保
安規定、所在する自治体との安全協定等に定める値
を下回っていることを確認しました。
　放射性液体廃棄物は、放射能濃度とそれぞれの特
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再処理施設（サイクル研）から放出された気体中及び排水中の放射性物質の量（2009年度）

再処理施設以外の原子炉等規制法対象施設、RI 使用施設又は鉱山施設から放出された気体中及び排水中の放射性物質の量（2009年度）

放射性気体廃棄物（GBq／年）

放射性物質の種類 放出量基準値＊1 放出量 放出基準に
対する比率（％）

クリプトンｰ85（85Kr） 8.9×107 7.2×100 8.1×10－6

トリチウム（3H） 5.6×105 7.0×102 0.13

炭素-14（14C） 5.1×103 ND＊3 ～0

ヨウ素-129（129I） 1.7×100 8.4×10－3 0.50

放射性液体廃棄物（GBq／年）

放射性物質の種類 放出量基準値＊2 放出量 放出基準に
対する比率（％）

トリチウム（3H） 1.9×106 1.0×103 0.053

ヨウ素-129（129I） 2.7×101 6.5×10－3 0.024

プルトニウム
［Pu（α）］ 2.3×100 2.0×10－5 8.7×10－4

注）　再処理施設において上記以外の排気中の放射性物質及び排水中の放射性物質の測定結果は、保安規定に定める値を下回っていました。
＊1　放出量基準値は保安規定及び「原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書」（茨城県原子力安全協定）で定められています。
＊2　保安規定に基づく年間の最大放出量を示します。
＊3　NDは、対象核種が検出されなかったことを示します。

注1）　各拠点の施設では上記以外の放射性物質の測定も行っていますが、法令、保安規定、安全協定等に定める値を下回っていました。
注2）　那珂及び人形における気体中及び排水中の放射性物質の濃度及び量の測定結果は、法令、保安規定、安全協定等に定める値を下回ってい
　　　ました。また、高崎における気体中の放射性物質濃度は検出限界未満でした。
＊1　NDは、対象核種が検出されなかったことを示します。
＊2　放出基準に対する最大比率とは、拠点の施設及び測定核種毎のうち、放出量基準値に対する割合の最大値を示します。

拠 点 名
放射性気体廃棄物（GBq／年）　 放射性液体廃棄物（GBq／年）

トリチウム（3H） 放射性希ガス ヨウ素（131I） 放出基準に対する
最大比率（％）＊2 トリチウム（3H） 放出基準に対する

比率（％）

青 森 2.1×10－2 － － － － －

原 科 研 9.9×101 6.4×102 1.7×10－4 　0.85　 2.9×102 1.2

サイクル研 ND＊1 8.6×101 ND＊1 3.2　 ND＊1 ～0

大 洗 3.3×100 2.5×101 ND＊1 0.13 2.4×101 0.65

も ん じ ゅ 4.7×10－1 ND＊1 ND＊1 ～0 2.7×10－1 0.0029

ふ げ ん 1.1×102 ND＊1 ND＊1 1.5　 2.2×103 25

性に応じ、排水の濃度限度未満のものは直接、それ
以上のものはろ過処理・希釈処理等を行った後、濃
度を確認して排出しています。
　放射性液体廃棄物の放出管理は、青森、原科研、
サイクル研、那珂、大洗、もんじゅ、ふげん及び人
形の各拠点で行い、放射性液体廃棄物の排出につい
ては、法令、保安規定、所在する地方自治体との安

全協定等に定める排出量（濃度、量）を下回ってい
ることを確認しました。
　なお、もんじゅ、ふげん及び再処理施設において
は、一般公衆の実効線量について「発電用軽水型原
子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」等に
基づき評価を行った結果、それぞれ年間1マイク
ロシ－ベルト未満でした。

放射性廃棄物の埋設処分

　原子力機構は、内部はもちろんのこと、大学・民間・
医療機関等から発生する低レベル放射性廃棄物（研
究施設等廃棄物）を埋設処分することも業務の一つ
としています。この業務を行うために原子力機構法
に基づき「埋設処分業務の実施に関する計画」（実

施計画）を取りまとめ、2009年 11月 13日に
文部科学大臣及び経済産業大臣の認可をいただき、
事業を開始しました。
　原子力機構は、安全を最優先に、情報公開等によ
り事業運営の透明性を確保し、国民の皆様から理解
と信頼をいただけるよう国及び関係機関と連携・協
力して事業を着実に進めてまいります。


